
注 記（単体） 

Ⅰ．重要な会計方針 

１．有価証券等の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券     

償却原価法による。 

②満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法による。 

市場価格のないものについては、取得原価による。 

２．固定資産の減価償却・直接資本減耗の方法 

有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）、無形固定資産ともに、定額法による。 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別原価法による。 

４．引当金の計上基準及び算定方法 

貸倒引当金 

過去３年間の平均不納欠損率による。 

賞与引当金 

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、支給対象期間に対する本年度の割合を

乗じた額を計上。 

退職給付引当金 

     財政健全化法において将来負担比率算定に用いる、要支給額方式により算定。 

      ただし、水道事業会計、病院事業会計については、職員の退職給付に備えるため、

本年度末までにおける退職給付債務に基づき、本年度末までに発生していると認めら

れる額を計上。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

６．資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。）を、

資金の範囲としている。 

７．消費税等の会計処理 

水道事業会計、病院事業会計を除き、税込み方式による。 

８．財務書類の表示金額単位 

千円単位とする。なお、記載金額については、表示単位未満を四捨五入しているため、

合計が一致しない場合がある。 

 

Ⅱ．追加情報の注記 

財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は、次のとおりです。 

１．出納整理期間について 

水道事業会計・病院事業会計は出納整理期間が存在しないため、出納整理期間に相当す



る期間の取引において、３月末日現在で未収金・未払金等として計上している。よって、

出納整理期間中に支払われたものについては、これらを現金決済したものとして調整し

ている。 

（根拠条文：地方自治法 235条の 5） 

「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31日をもって閉鎖する。」 

 

２．取引相殺 

（単位 千円） 

相殺の種類 相殺の内容 金額 

①繰出金、負担金の相殺 

競輪事業から一般会計への繰出金 100,000 

宿泊等施設事業から一般会計への繰出金 210,000 

一般会計から下水道事業への繰出金 2,000,000 

一般会計から国民健康保険事業への繰出金 2,000,000 

一般会計から公設地方卸売市場事業への繰出金 35,000 

一般会計から介護保険事業への繰出金 1,896,223 

一般会計から後期高齢者医療事業への繰出金 1,942,008 

一般会計から公共用地先行取得事業への繰出金 32,628 

一般会計から広域消防事業への繰出金 2,136,036 

一般会計から地下街事業への繰出金 56,504 

一般会計から水道事業への補助金 52,082 

一般会計から病院事業への負担金 1,270,000 

国民健康保険事業から国民健康保険診療施設事業へ

の繰出金 
2,492 

国民健康保険事業から病院事業への繰出金 10,463 

広域消防事業から一般会計への負担金 34,084 

②基金繰替運用に係る債

権債務等の相殺 

ふるさと文化基金からの繰替運用 20,000 

社会福祉基金からの繰替運用 25,000 

ふるさとみどり基金からの繰替運用 45,000 

基金繰替運用に係る利息 88 

③会計間内部取引の相殺 

一般会計と競輪事業間の取引 176 

一般会計と国民健康保険診療施設事業間の取引 836 

一般会計と公共用地先行取得事業間の取引 691,200 

一般会計と広域消防事業間の取引 34,109 

一般会計と水道事業間の取引 23,608 

一般会計と病院事業間の取引 668,942 

競輪事業と水道事業間の取引 132 

下水道事業と水道事業間の取引 120,359 

国民健康保険事業と病院事業間の取引 387 

介護保険事業と国民健康保険診療施設事業間の取引 52 



相殺の種類 相殺の内容 金額 

 介護保険事業と病院事業間の取引 35,110 

広域消防事業と水道事業間の取引 8,802 

広域消防事業と病院事業間の取引 1,829 

④賞与引当金の追加計上 
水道事業 33,954 

病院事業 302,100 

 


